
４
月
１
日
で
消
費
税
導
入
か
ら
33
年
が
経
ち
ま
し
た
。
消
費
税
の
導
入
に

あ
た
っ
て
、
中
小
事
業
者
の
負
担
を
軽
減
す
る
と
い
う
こ
と
で
、
導
入
当
初

は
免
税
点
を
3
0
0
0
万
円
と
し
、
課
税
売
上
高
が
そ
れ
以
下
の
事
業
者
に

は
納
税
義
務
は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。
簡
易
課
税
制
度
は
課
税
売
上
高
５
億

円
以
下
の
事
業
者
に
適
用
さ
れ
て
い
ま
し
た
。
さ
ら
に
限
界
控
除
制
度
と

い
っ
て
、
課
税
売
上
が
3
0
0
0
万
円
か
ら
6
0
0
0
万
円
の
事
業
者
に
つ

い
て
は
納
税
額
が
緩
や
か
な
カ
ー
ブ
を
描
く
よ
う
な
仕
組
み
も
導
入
さ
れ
て

い
ま
し
た
。
33
年
経
っ
た
現
在
、
消
費
税
導
入
に
際
し
て
、
あ
れ
ほ
ど
中
小

事
業
者
に
配
慮
し
て
い
た
制
度
は
縮
小
に
次
ぐ
縮
小
に
よ
り
免
税
点
は

1
0
0
0
万
円
。
簡
易
課
税
制
度
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
事
業
者

は
課
税
売
上
高
5
0
0
0
万
円
以
下
と
10
分
の
１
に
。
限
界
控
除
制
度
に
い

た
っ
て
は
廃
止
さ
れ
跡
形
も
な
く
な
っ
て
い
ま
す
。

そ
の
う
え
、
来
年
10
月
か
ら
は
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
（
適
格
請
求
書
等
保
存

方
式
）
が
導
入
さ
れ
よ
う
と
し
て
い
ま
す
。
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
で
は
適
格
請

求
書
等
発
行
事
業
者
と
し
て
登
録
さ
れ
た
課
税
事
業
者
が
発
行
す
る
「
適
格

請
求
書
等
」
の
保
存
が
な
け
れ
ば
仕
入
税
額
控
除
（
売
上
に
係
る
消
費
税
か

ら
仕
入
に
係
る
消
費
税
を
差
し
引
く
こ
と
）
が
で
き
ま
せ
ん
。
つ
ま
り
、
こ

れ
ま
で
は
仕
入
先
が
課
税
事
業
者
、
免
税
事
業
者
を
問
わ
ず
仕
入
税
額
控
除

で
き
て
い
た
も
の
が
、
免
税
事
業
者
か
ら
の
仕
入
に
つ
い
て
は
仕
入
税
額
控

除
が
で
き
な
く
な
り
、
そ
の
分
消
費
税
の
納
税
額
が
増
加
す
る
結
果
と
な
り

ま
す
。
一
人
親
方
を
数
多
く
抱
え
る
関
与
先
の
建
築
業
者
で
は
、
外
注
し
て

い
る
一
人
親
方
が
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
の
導
入
さ
れ
た
後
も
免
税
事
業
者
で

あ
っ
た
場
合
、
現
行
の
納
税
額
2
9
9
万
円
が
7
0
8
万
円
に
跳
ね
上
が
る

と
い
う
試
算
結
果
も
出
て
い
ま
す
。
こ
れ
で
は
免
税
事
業
者
と
取
引
を
続
け

る
わ
け
に
は
い
か
な
い
と
考
え
る
の
も
う
な
ず
け
ま
す
。
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度

に
よ
っ
て
免
税
事
業
者
が
取
引
か
ら
排
除
さ
れ
る
と
は
、
こ
の
こ
と
を
指
し

て
言
わ
れ
て
い
る
の
で
す
。
取
引
を
継
続
す
る
た
め
に
は
免
税
事
業
者
は
泣

く
泣
く
課
税
事
業
者
と
な
っ
て
消
費
税
を
納
め
る
ほ
か
あ
り
ま
せ
ん
。

中
小
事
業
者
の
事
務
負
担
に
配
慮
し
、
実
務
を
簡
素
化
す
る
と
い
う
趣
旨

で
導
入
さ
れ
た
免
税
制
度
は
残
し
な
が
ら
も
、
実
態
は
免
税
事
業
者
の
存
在

を
否
定
す
る
よ
う
な
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
は
断
固
反
対
す
る
も
の
で
す
。
法
律

を
変
え
る
に
は
国
会
で
廃
止
法
案
を
通
す
し
か
あ
り
ま
せ
ん
。
参
議
院
選
挙

が
２
か
月
後
に
迫
っ
て
い
ま
す
。

現在の大阪城天守閣は昭和6年（1931年）、市民の募金により再建された3代目の城です。初代は豊臣秀吉に
より築城され、大坂夏の陣で焼失し、江戸時代に再建された2代目も落雷で焼失しました。
事務所の近くにある高麗橋は、豊臣時代の外堀（大坂冬の陣で和睦の条件として埋め立てられました）である
東横堀川に架けられた橋です。事務所から天守閣までの距離は1.8kmで、昭和40年ぐらいまでは事務所から
も天守閣が見えましたが、今はビル群の谷間で何も見えません。（写真・文／西岡 英利）（登録有形文化財）

大阪城天守閣

北浜の歴史シリーズ
第10回

所
長
　
竹
内 

克
謹

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
は
中
止
し
か
な
いよ

し
な
り

1

経営理念
一、事務所は、中小企業経営の健全な発展と
    多面的な要求の実現をめざします。
一、事務所は、納税者の権利擁護と、
    税制・税務行政の民主化の運動をすすめます。
一、事務所は、所員が学問の成果に学び
    専門的知識を身につけることをめざします。
一、事務所は、所員が、文化的で豊かな生活を営む
    拠点となることをめざします。
一、事務所は、以上の課題を実現するため
    多くの人 と々の協力をひろげます。

大阪総合会計ニュース 10
大阪総合会計事務所 発行人発行 竹内 克謹 2022年5月1日

第 号
大阪市中央区高麗橋2丁目2番7号 東栄ビル3階
TEL  06（6202）9251      news@z-osk.jp

大阪総合会計ニュース 2022年5月1日　第10号



ま
ず
は
、令
和
４
年
に
施
行
さ
れ
る
税
制

改
正
の
う
ち
、個
人
所
得
税
に
関
係
す
る

も
の
を
紹
介
し
て
い
き
ま
す
。

1 

住
宅
ロ
ー
ン
控
除
の
見
直
し

ニュ
ー
ス
等
で
も
話
題
に
な
って
い
た
、い
わ

ゆ
る
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
で
す
が
、内
容
に
修

正
を
加
え
た
う
え
で
令
和
７
年
12
月
31
日

ま
で
期
限
が
延
長
さ
れ
ま
し
た
。改
正
内
容

の
抜
粋
は
表
１
の
と
お
り
に
な
り
ま
す
。

具
体
例
を
挙
げ
る
と
、令
和
４
年
に
認

定
住
宅
等
で
な
い
新
築
住
宅
を
購
入
し
、そ

の
年
の
う
ち
に
入
居
し
た
と
し
ま
す
。所
得

も
２
千
万
円
以
下
で
あ
る
と
す
る
と
、今
ま

で
は
最
大
４
千
万
円
に
控
除
率
１・0
％
を

掛
け
た
40
万
円
が
減
税
さ
れ
て
い
た
と
こ

ろ
、改
正
後
は
最
大
３
千
万
円
に
控
除
率

０・７
％
を
掛
け
た
21
万
円
が
減
税
さ
れ
る

こ
と
に
な
り
ま
す
。改
正
前
と
比
べ
、実
に

年
最
大
19
万
円
の
税
負
担
増
と
な
り
ま
す
。

ま
た
、令
和
６
年
以
降
に
入
居
す
る
場

合
は
、最
大
２
千
万
円
に
控
除
率
０・７
％
を
掛

け
た
14
万
円
が
減
税
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
た
め
、

改
正
前
と
比
べ
る
と
最
大
26
万
円
の
税
負
担
増

と
な
り
ま
す
。

 2 

勤
続
年
数
５
年
以
下
の
従
業
員
に

 　

対
す
る
退
職
所
得
の
課
税
見
直
し

今
ま
で
役
員
に
つ
い
て
は
、役
員
と
し
て
の
勤

続
年
数
が
５
年
以
下
の
場
合
に
、退
職
所
得
控

除
後
の
金
額
を
２
分
の
１
に
で
き
な
い
こ
と
に

な
っ
て
い
ま
し
た
が
、令
和
４
年
以
降
に
つ
い
て

は
、従
業
員
に
つ
い
て
も
似
た
よ
う
な
制
限
を
受

税
金
の
制
度
の
改
正（
税
制
改
正
）は
毎
年
３

月
に
国
会
で
承
認
さ
れ
、一
部
を
除
き
４
月
１
日

に
施
行
さ
れ
ま
す
。こ
こ
で
は
法
人
税
の
改
正
の

う
ち
、事
業
者
に
関
係
の
深
い
も
の
に
絞
っ
て
ご

紹
介
し
た
い
と
思
い
ま
す
。

1 

大
企
業
向
け
賃
上
げ
税
制

2 

中
小
企
業
向
け
賃
上
げ
税
制

3 

少
額
の
減
価
償
却
資
産
の
損
金
算
入
制
度

4 

グ
ル
ー
プ
通
算
制
度

1 

大
企
業
向
け
賃
上
げ
税
制

○
制
度
の
概
要

ア
フ
タ
ー
コ
ロ
ナ
を
見
据
え
、積
極
的
な
賃
上

げ
策
と
し
て
、ま
た
株
主
等
利
害
関
係
者
等
へ
の

還
元
を
後
押
し
す
る
た
め
、賃
上
げ
を
行
っ
た
企

業
に
対
す
る
優
遇
措
置
で
す
。

○
適
用
対
象
法
人

青
色
申
告
書
を
提
出
す
る
法
人

○
改
正
の
内
容

最
大
の
改
正
は
、税
額
控
除
額
が
最
大
20
％

だ
っ
た
の
が
、30
％
と
な
っ
た
と
こ
ろ
で
す
。表
２

は
改
正
前
と
の
比
較
で
す
。

2 

中
小
企
業
向
け
賃
上
げ
税
制

○
制
度
の
概
要

ア
フ
タ
ー
コ
ロ
ナ
を
見
据
え
、生
産
性
の
向
上

や
経
営
基
盤
の
強
化
を
支
援
す
る
た
め
に
設
け

ら
れ
た
制
度
で
す
。従
業
員
等
に
支
払
う
給
与

の
支
給
額
が
前
年
に
比
べ
1・5
%
増
加
し
た
場

合
に
、最
大
で
そ
の
支
給
額
の
40
％
の
法
人
税
を

控
除
し
て
く
れ
る
制
度
で
す
。こ
の
制
度
は
以
前

か
ら
適
用
可
能
で
し
た
が
、さ
ら
な
る
拡
充
を
目

的
と
し
、一
部
法
律
が
改
正
さ
れ
ま
し
た
。

○
適
用
対
象
法
人

青
色
申
告
書
を
提
出
す
る
中
小
企
業
者
等

（
資
本
金
の
額
が
1
億
円
以
下
の
法
人
等
）

○
改
正
の
内
容

改
正
前
の
制
度
で
は
、基
本
は
15
％
の
控
除

で
、一
定
の
要
件
を
満
た
す
と
10
％
上
乗
せ
で

け
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

内
容
と
し
て
は
、退
職
所
得
控
除
後
の
金
額
の

う
ち
、3
0
0
万
円
ま
で
は
２
分
の
１
に
す
る
こ
と

が
で
き
、3
0
0
万
円
を
超
え
る
部
分
に
つい
て
は

２
分
の
１
に
で
き
な
い
と
い
う
形
に
な
り
ま
し
た
。

も
し
勤
続
年
数
５
年
以
下
の
退
職
者
に
数
百
万

円
規
模
の
退
職
金
を
支
払
う
場
合
に
は
注
意
し

て
く
だ
さ
い
。

3 

雑
所
得
の
業
務
に
あ
た
る

 　

収
入
に
関
す
る
法
改
正

副
業
や
講
演
、執
筆
活
動
の
う
ち
雑
所
得
と

き
、最
大
25
％
の
控
除
が
可
能
で
し
た
。

し
か
し
今
回
の
改
正
に
よ
り
、表
３
の
と
お
り

基
本
控
除
は
変
わ
ら
な
い
も
の
の
、各
要
件
を
満

た
す
こ
と
で
そ
れ
ぞ
れ
15
％
と
10
％
の
計
25
％
の

上
乗
せ
控
除
が
可
能
で
あ
り
、合
計
で
最
大
40
％

の
控
除
が
受
け
ら
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

以
上
２
つ
の
賃
上
げ
税
制
に
つ
い
て
説
明
い
た

し
ま
し
た
が
、中
小
企
業
者
等
に
該
当
す
る
場

合
は
控
除
率
の
大
き
い
中
小
企
業
者
向
け
の
賃

上
げ
税
制
の
適
用
に
な
る
か
と
思
い
ま
す
。ま
た
、

法
人
税
の
20
％
を
超
え
る
税
額
控
除
は
受
け
ら

れ
ま
せ
ん
の
で
、そ
の
点
は
注
意
が
必
要
で
す
。

3 

少
額
の
減
価
償
却
資
産
の

 　

損
金
算
入
制
度

○
制
度
の
概
要

事
業
の
用
に
供
し
た
減
価
償
却
資
産
で
取
得

価
額
が
30
万
円
未
満
で
あ
る
も
の
に
つ
い
て
は
、

取
得
価
額
の
全
額
を
一
括
で
損
金
算
入（
費
用
）

と
す
る
制
度
で
、従
来
の
減
価
償
却
に
比
べ
、節
税

効
果
の
高
い
制
度
で
す（
年
3
0
0
万
円
が
限
度
）。

○
適
用
対
象
法
人

青
色
申
告
書
を
提
出
す
る
中
小
企
業
者
等

（
常
時
使
用
す
る
従
業
員
数
が
5
0
0
人
以
下

の
法
人
に
限
る
）

○
改
正
の
内
容

こ
れ
ま
で
は
取
得
価
額
が
30
万
円
未
満
の
も

2
0
2
2
年
度

2
0
2
2
年
度
予
算
は
３
月
22
日
に
国
会
で
成
立
し
ま
し
た
。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
拡
大
へ
の
対
策
は
不
十
分
、社
会

保
障
、暮
ら
し
の
予
算
は
削
減
と
い
う
相
変
わ
ら
ず
の
国
民
に

冷
た
い
予
算
で
す
。税
制
面
で
も
、基
本
は
大
企
業
優
遇
で
、消

費
税
の
５
％
へ
の
減
税
に
つ
い
て
も
に
べ
も
な
い
対
応
で
し
た
。

今
回
は
、改
正
の
実
務
的
内
容
に
つ
い
て
、事
務
所
の
若
手
所
員

が
そ
れ
ぞ
れ
解
説
し
ま
す
。

税
制
改
正
特
集

表 1 住宅ローン控除改正内容（抜粋）

借
入
限
度
額

控
除
期
間

床
面
積

要
件

認定住宅等

その他の
住宅

新築
新規住宅の買取 ZEH水準省エネ住宅

省エネ基準適合住宅

新築・新規住宅の買取
既存住宅（増改築を含む）

既存住宅（増改築を含む）

5,000万円 5,000万円 4,500万円

4,500万円 3,500万円
4,000万円 3,000万円

3,000万円 2,000万円

13年 10年

4,000万円

3,000万円以下

50m2以上
50m2以上

40m2以上（令和5年以前
建築確認の新築のみ）

控除率

認定住宅等
その他の住宅
所得要件
所得1,000万円以上

所得1,000万円以下

1.0%
消費税率

8%購入時：10年
10%購入時：13年

0.7%

13年

2,000万円以下

3,000万円

2,000万円

改正前 改正後
令和4・5年入居 令和6・7年入居

認定長期優良住宅
認定低炭素住宅

改正前（令和3年度改正）
令和3年4月1日～令和4年3月31日
に開始した事業年度

改正後（令和4年度改正）
令和4年4月1日～令和6年3月31日
に開始した事業年度

控
除
率

基
本

上
乗
せ

15%15%

--

-

（
＋
5
%
）

【上乗せ要件】
教育訓練費の額≧
比較教育訓練費の額×120%
※明細の確定申告書への
　添付が必要

控除対象新規雇用者
給与等支給額×控除率

（雇用者給与等支給額ー
比較雇用者給与等支給額）
×控除率

【上乗せ要件】
教育訓練費の額≧
比較教育訓練費の額×120%
※明細の保存が必要

【上乗せ要件】
継続雇用者給与等支給額≧
継続雇用者比較給与等支給額
×104%

給与等の支給額の引上げの方針、
取引先との適切な関係の構築の
方針その他の事項をインターネッ
トを利用する方法により公表した
ことを経済産業大臣に届け出てい
る場合に限り適用

国内新規雇用者に対して
給与等を支給すること

新規雇用者給与等支給額≧
新規雇用者比較給与等支給額×102%

雇用者給与等支給額≧
比較雇用者給与等支給額

継続雇用者給与等支給額≧
継続雇用者比較給与等支給額×103%

控除税額は法人税額の
20%を限度とする

控除税額は法人税額の
20%を限度とする

（
＋
10
%
）

（
＋
5
%
）

賃金に
関する要件

設備投資に
関する要件

税
額
控
除
額

税額
控除額の
計算式

控除
限度額

大規模企業※
への追加要件
※資本金の額等が
　10億円以上、
　かつ、常時使用
　する従業員数
　1,000人以上

し
て
い
る
分
に
つ
い
て
、令
和
４
年
分
の
確
定
申

告
よ
り
、前
々
年
分（
令
和
４
年
分
に
関
し
て
は

令
和
２
年
分
）の
収
入
に
応
じ
て
以
下
の
と
お
り

施
行
さ
れ
ま
す
。

①
前
々
年
の
収
入
が
3
0
0
万
円
以
下
の
場
合

実
際
に
執
筆
や
講
演
を
し
た
年
で
は
な
く
、

収
入
の
入
金
の
年
の
所
得
と
す
る
こ
と
が
で
き

る
よ
う
に
な
り
ま
す
。

②
前
々
年
の
収
入
が
3
0
0
万
円
を
超
え
る
場
合

業
務
に
関
す
る
請
求
書
、領
収
書
等
を
事
業

所
得
等
と
同
じ
く
作
成・保
存
す
る
こ
と
が
義

務
付
け
ら
れ
ま
す
。

③
前
々
年
の
収
入
が
１
千
万
円
を
超
え
る
場
合

事
業
所
得
等
と
同
じ
く
、収
支
内
訳
書
を
確
定

申
告
の
際
に
添
付
す
る
こ
と
に
な
り
ま

す
。青
色
申
告
を
さ
れ
て
い
る
方
も
、雑

所
得
に
関
し
て
は
収
支
内
訳
書
を
添
付

す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　4 

そ
の
他

こ
こ
か
ら
は
そ
の
他
の
改
正
の
う
ち
、

令
和
４
年
に
施
行
さ
れ
る
も
の
を
挙
げ

て
い
き
ま
す
。

①
認
定
住
宅
新
築
等
特
別
税
額
控
除
の

期
間
延
長
及
び
一
部
対
象
住
宅
の
追
加

②
既
存
住
宅
の
改
修
に
係
る
期
間
延
長

及
び
一
部
控
除
額
の
上
乗
せ
措
置
等

の
追
加

③
居
住
用
財
産
の
買
換
え
等
の
場
合
の

譲
渡
損
失
の
繰
越
控
除
等
の
期
間
延

長
④
エン
ジェル
税
制
の
延
長
及
び
見
直
し

⑤
社
会
保
険
料
控
除
等
に
係
る
年
末
調

整
や
確
定
申
告
の
電
子
化

以
上
が
令
和
４
年
分
の
個
人
所
得
税

に
関
係
す
る
改
正
項
目
と
な
り
ま
す
。

の
で
あ
れ
ば
、事
業
供
用
し
た
事
業
年
度
に
す
べ

て
一
括
で
損
金
算
入
が
可
能
で
し
た
。し
か
し
、今

回
の
改
正
に
よ
り
、貸
付
事
業
用
の
資
産
に
つい
て

は
当
該
制
度
の
適
用
対
象
資
産
か
ら
除
外
さ
れ

る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。近
年
増
加
傾
向
に
あ
っ

た
建
設
用
の
足
場
、ド
ロ
ー
ン
、Ｌ
Ｅ
Ｄ
照
明
等
の

レ
ン
タ
ル
に
よ
る
節
税
ス
キ
ー
ムへの
対
応
措
置
と

し
て
設
け
ら
れ
た
も
の
だ
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

4 

グ
ル
ー
プ
通
算
制
度

従
来
の
連
結
納
税
制
度
が
改
正
さ
れ
、令
和

４
年
か
ら
グ
ル
ー
プ
通
算
制
度
が
ス
タ
ー
ト
し
ま

す
。ま
ず
は
制
度
の
概
要
に
つ
い
て
触
れ
て
い
き

た
い
と
思
い
ま
す
。

○
制
度
の
概
要

グ
ル
ー
プ
通
算
制
度
と
は
、完
全
支
配
関
係
に

あ
る
企
業
グ
ル
ー
プ
内
の
各
法
人
を
納
税
単
位

と
し
て
、各
法
人
が
個
別
に
法
人
税
額
の
計
算

及
び
申
告
を
行
い
、そ
の
中
で
、損
益
通
算
等
の

調
整
を
行
う
制
度
で
す
。あ
わ
せ
て
、後
発
的
に

修
更
正
事
由
が
生
じ
た
場
合
に
は
、原
則
と
し

て
他
の
法
人
の
税
額
計
算
に
反
映
さ
せ
な
い（
遮

断
す
る
）仕
組
み
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

○
連
結
納
税
と
の
比
較

連
結
納
税
制
度
は
一
体
申
告
方
式
と
な
っ
て

お
り
親
法
人
が
申
告
を
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い

ま
し
た
。ま
た
、修
正
や
更
正
が
生
じ
た
場
合
は

企
業
グ
ル
ー
プ
に
属
す
る
す
べ
て
の
法
人
の
申
告

書
、税
額
に
影
響
が
生
じ
て
い
ま
し
た
。し
か
し
、

令
和
４
年
４
月
か
ら
適
用
さ
れ
る
グ
ル
ー
プ
通

算
制
度
で
は
、各
法
人
で
個
別
申
告
と
な
る
た

め
連
結
決
算
業
務
に
か
か
る
負
担
も
軽
減
さ

れ
、ま
た
、修
正
や
更
正
が
生
じ
た
場
合
も
他
の

法
人
の
所
得
の
金
額
等
に
影
響
が
及
ば
な
い
よ

う
に
な
り
ま
し
た
。

○
そ
の
他
の
改
正

そ
の
他
に
も
グ
ル
ー
プ
通
算
制
度
に
つ
い
て
令

和
４
年
度
の
税
制
改
正
大
綱
で
新
た
な
改
正
が

盛
り
込
ま
れ
ま
し
た
。

①
投
資
簿
価
修
正
制
度
の
見
直
し

②
離
脱
時
の
時
価
評
価
制
度
の
見
直
し

③
通
算
税
効
果
額
の
範
囲
の
見
直
し

④
支
配
関
係
５
年
継
続
要
件
の
見
直
し

⑤
欠
損
金
の
損
金
算
入
の
特
例
計
算　

等

以
上
が
法
人
税
の
主
な
改
正
論
点
で
す
。特

に
注
目
す
べ
き
は
賃
上
げ
税
制
で
す
。ア
フ
タ
ー

コ
ロ
ナ
に
対
応
す
る
た
め
に
も
雇
用
促
進
と
あ
わ

せ
て
う
ま
く
活
用
し
た
い
税
制
だ
と
思
い
ま
す
。

法
人
税
の
改
正

02
も
し
ご
不
明
な
点
等
あ
り
ま
し
た
ら
、会
計
事

務
所
等
に
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

山
本 

賢
志
朗

個
人
所
得
税

01

松
本 

倫
幸

表 2 大企業向け賃上げ税制の改正

み
ち
ゆ
き
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→
出
典
：「
令
和
２
年
度（
2
0
2
0
年
度
）
経
済
産
業
関
係
税
制
改
正
に
つ
い
て
」（
経
済
産
業
省
）

　
　
　
　
（https://w

w
w
.m
eti.go.jp/m

ain/yosan/yosan_fy2020/pdf/zeiseikaisei.pdf

）を
も
と
に
作
成

1 

住
宅
取
得
等
資
金
に
係
る
贈
与
の

　

 

非
課
税
措
置
の
延
長
及
び
見
直
し

令
和
4
年
度
税
制
改
正
に
て
、期
限
の
延
長
と

非
課
税
限
度
額
そ
の
他
細
か
い
要
件
の
改
正
が

入
り
ま
し
た
の
で
、１
つ
ず
つ
解
説
し
て
い
き
ま
す
。

①
期
限
の
延
長

改
正
前
ま
で
は
令
和
３
年
12
月
31
日
ま
で
で

し
た
が
、改
正
後
は
令
和
５
年
12
月
31
日
ま
で

延
長
さ
れ
ま
す
。

②
非
課
税
限
度
額
の
見
直
し

改
正
前
は
契
約
の
締
結
時
期
に
よ
り
非
課
税

限
度
額
が
変
わ
り
ま
し
た
が
、改
正
後
は
契
約

の
締
結
時
期
に
関
係
な
く
、資
金
の
贈
与
日
で

判
定
し
ま
す
。良
質
住
宅
の
取
得
に
係
る
贈
与

で
あ
れ
ば
１
０
０
０
万
円
ま
で
が
非
課
税
、一
般

の
住
宅
に
係
る
も
の
で
あ
れ
ば
５
０
０
万
円
ま
で

が
非
課
税
に
改
正
さ
れ
ま
し
た
。

③
適
用
対
象
と
な
る
住
宅
要
件
の
改
正

改
正
前
は
中
古
住
宅
の
取
得
に
係
る
贈
与
に

は
、築
年
数
と
耐
震
基
準
の
要
件
が
あ
り
ま
し

た
。改
正
後
は
築
年
数
要
件
が
廃
止
さ
れ
、登
記

簿
上
の
建
築
日
付
が
昭
和
57
年
以
降
の
住
宅
又

は
新
耐
震
基
準
に
適
合
し
て
い
る
住
宅
が
適
用

対
象
と
な
り
ま
す
。

④
年
齢
要
件
の
引
き
下
げ

改
正
前
は
、受
贈
者
は
贈
与
年
の
1
月
1
日

の
時
点
で
20
歳
以
上
で
あ
る
こ
と
が
適
用
要
件

で
し
た
が
、改
正
後
は
18
歳
以
上
ま
で
に
引
き

下
げ
ら
れ
ま
し
た
。

①
か
ら
③
ま
で
の
改
正
内
容
は
令
和
４
年
１

月
１
日
以
後
の
贈
与
か
ら
適
用
さ
れ
ま
す
が
、年

齢
要
件
の
引
き
下
げ
の
み
は
令
和
４
年
４
月
１

日
以
後
の
贈
与
か
ら
の
適
用
と
な
り
ま
す
。

⑤
改
正
の
背
景

改
正
前
の
非
課
税
限
度
額
は
良
質
住
宅
が

1
5
0
0
万
円
、一
般
住
宅
が
1
0
0
0
万
円

で
、今
回
の
改
正
に
よ
り
5
0
0
万
円
ず
つ
限
度

額
が
減
少
す
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

こ
の
限
度
額
引
き
下
げ
の
背
景
は
、住
宅
取

得
等
資
金
の
受
贈
者
の
収
入
分
布
図
を
見
る
と

見
え
て
き
ま
す
。一
番
多
く
の
割
合
を
占
め
る
の

が
世
帯
収
入
1
0
0
0
万
円
以
上
の
33・１
％
で

あ
り
、一
番
少
な
い
割
合
を
占
め
る
の
が
世
帯
収

入
4
0
0
万
円
未
満
の
２・８
％
と
な
り
ま
す
。

こ
の
よ
う
に
、本
来
贈
与
を
必
要
と
す
べ
き
低

所
得
層
に
は
ほ
と
ん
ど
贈
与
は
な
く
、既
に
十
分

な
収
入
が
あ
る
高
所
得
層
が
３
割
超
を
占
め
て

い
る
こ
と
か
ら
、さ
ら
に
所
得
格
差
が
広
が
る
こ

と
に
な
って
し
ま
い
ま
す
。し
か
し
、住
宅
政
策
は

景
気
対
策
の
た
め
に
は
欠
か
せ
な
い
こ
と
か
ら
、

限
度
額
を
見
直
し
た
う
え
で
、適
用
期
間
を
２

年
延
長
し
た
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

2 

特
例
承
継
計
画
の

 　

確
認
申
請
の
期
限
の
延
長

ま
ず
、特
例
承
継
計
画
と
は
事
業
承
継
税
制

の
特
例
を
受
け
る
た
め
の
要
件
の
１
つ
に
な
り
ま

す
。こ
の
事
業
承
継
税
制
の
特
例
が
適
用
さ
れ

れ
ば
、将
来
の
相
続
に
備
え
て
会
社
を
後
継
者
に

引
き
継
が
せ
、会
社
の
引
き
継
ぎ
に
係
る
相
続

税
及
び
贈
与
税
は
実
質
０
円
に
な
り
ま
す
。

今
回
の
改
正
で
は
、こ
の
特
例
承
継
計
画
の
申

請
期
限
が
、令
和
５
年
３
月
31
日
ま
で
か
ら
令
和

６
年
３
月
３１
日
ま
で
と
１
年
間
延
長
さ
れ
ま
し
た
。

3 

贈
与
税
制
の
今
後
の
改
正
可
能
性

税
制
改
正
大
綱
で
は
、贈
与
税
に
つ
い
て
こ
こ

数
年
、問
題
と
し
て
い
る
課
題
が
主
に
５
点
あ
り

ま
す
。

①
早
い
タ
イ
ミ
ン
グ
で
若
年
世
代
に
財
産
を
移
転

す
る
課
題
が
あ
る
。

②
資
産
の
再
分
配
機
能
を
果
た
す
た
め
に
、所

得
格
差
の
固
定
化
の
防
止
が
必
要
で
あ
る
。

③
財
産
の
分
割
贈
与
を
通
じ
て
相
続
税
の
累
進

負
担
回
避
を
抑
制
す
べ
き
で
あ
る
。

④
資
産
移
転
時
期
の
選
択
に
中
立
的
な
税
制
の

構
築
が
必
要
で
あ
る
。

⑤
贈
与
税
の
非
課
税
措
置
は
経
済
対
策
と
し
て

講
じ
て
い
る
た
め
適
宜
見
直
す
必
要
が
あ
る
。

以
上
を
踏
ま
え
て
、今
後
、贈
与
税
制
が
改
正
さ

れ
る
と
す
る
な
ら
ば
、左
記
の
可
能
性
が
あ
り
ま

す
。し
か
し
、相
続
税・贈
与
税
の
制
度
そ
の
も
の
の

見
直
し
と
な
れ
ば
急
な
結
論
は
さ
け
て
、充
分
な

議
論
と
検
討
の
も
と
で
、進
め
ら
れ
る
べ
き
で
す
。

4 

暦
年
贈
与
税
制
を
廃
止
し
て

 　

相
続
時
精
算
課
税
贈
与
に
一
本
化

現
在
の
日
本
の
贈
与
税
制
で
は
、親
族
間
に
限

ら
ず
、た
と
え
ば
他
人
間
の
贈
与
で
も
贈
与
税

を
課
す
仕
組
み
と
な
っ
て
い
ま
す
。暦
年
贈
与
制

度
は
、基
礎
控
除
を
設
定
し
、少
額
不
追
及
を
含

め
て
、単
発
贈
与
に
も
対
応
で
き
る
制
度
で
す

が
、相
続
時
精
算
課
税
の
よ
う
な
贈
与・相
続
一

体
化
の
制
度
で
カ
バ
ー
で
き
る
仕
組
み
を
作
る
の

は
、新
た
な
特
段
の
制
度
設
計
が
必
要
に
な
る
と

考
え
ら
れ
ま
す
。

5 

生
前
贈
与
加
算
制
度
を

　

 

現
行
の
３
年
か
ら
改
正
民
法
に

 　

あ
わ
せ
て
10
年
に
延
長

連
年
贈
与
規
制
に
は
有
効
と
考
え
ら
れ
ま
す

が
、納
税
者
だ
け
で
な
く
課
税
当
局
の
事
務
負

担
が
増
大
す
る
こ
と
は
確
実
で
す
。

6 

暦
年
贈
与
制
度
の
も
と
で

 　

連
年
贈
与
の
み
を
規
制

過
去
に
あ
っ
た
連
年
贈
与
の
合
算
課
税
制
度

の
よ
う
に
、合
算
し
て
累
進
税
率
を
適
用
す
る
よ

う
な
制
度
も
考
え
ら
れ
ま
す
が
、こ
れ
も
国
税

当
局
の
事
務
負
担
増
大
は
必
然
に
な
り
ま
す
。

以
上
が
今
後
改
正
の
可
能
性
の
あ
る
内
容
で

す
が
、ど
れ
も
今
ま
で
の
制
度
を
根
底
か
ら
変
え

る
内
容
に
な
り
ま
す
の
で
、実
際
に
改
正
さ
れ
る

可
能
性
は
低
い
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

税
金
の
制
度
の
改
正（
税
制
改
正
）は
毎
年
３

月
に
国
会
で
承
認
さ
れ
、一
部
を
除
き
４
月
１
日

に
施
行
さ
れ
ま
す
。こ
こ
で
は
法
人
税
の
改
正
の

う
ち
、事
業
者
に
関
係
の
深
い
も
の
に
絞
っ
て
ご

紹
介
し
た
い
と
思
い
ま
す
。

1 

大
企
業
向
け
賃
上
げ
税
制

2 

中
小
企
業
向
け
賃
上
げ
税
制

3 

少
額
の
減
価
償
却
資
産
の
損
金
算
入
制
度

4 

グ
ル
ー
プ
通
算
制
度

1 

大
企
業
向
け
賃
上
げ
税
制

○
制
度
の
概
要

ア
フ
タ
ー
コ
ロ
ナ
を
見
据
え
、積
極
的
な
賃
上

げ
策
と
し
て
、ま
た
株
主
等
利
害
関
係
者
等
へ
の

還
元
を
後
押
し
す
る
た
め
、賃
上
げ
を
行
っ
た
企

業
に
対
す
る
優
遇
措
置
で
す
。

○
適
用
対
象
法
人

青
色
申
告
書
を
提
出
す
る
法
人

○
改
正
の
内
容

最
大
の
改
正
は
、税
額
控
除
額
が
最
大
20
％

だ
っ
た
の
が
、30
％
と
な
っ
た
と
こ
ろ
で
す
。表
２

は
改
正
前
と
の
比
較
で
す
。

2 

中
小
企
業
向
け
賃
上
げ
税
制

○
制
度
の
概
要

ア
フ
タ
ー
コ
ロ
ナ
を
見
据
え
、生
産
性
の
向
上

や
経
営
基
盤
の
強
化
を
支
援
す
る
た
め
に
設
け

ら
れ
た
制
度
で
す
。従
業
員
等
に
支
払
う
給
与

の
支
給
額
が
前
年
に
比
べ
1・5
%
増
加
し
た
場

合
に
、最
大
で
そ
の
支
給
額
の
40
％
の
法
人
税
を

控
除
し
て
く
れ
る
制
度
で
す
。こ
の
制
度
は
以
前

か
ら
適
用
可
能
で
し
た
が
、さ
ら
な
る
拡
充
を
目

的
と
し
、一
部
法
律
が
改
正
さ
れ
ま
し
た
。

○
適
用
対
象
法
人

青
色
申
告
書
を
提
出
す
る
中
小
企
業
者
等

（
資
本
金
の
額
が
1
億
円
以
下
の
法
人
等
）

○
改
正
の
内
容

改
正
前
の
制
度
で
は
、基
本
は
15
％
の
控
除

で
、一
定
の
要
件
を
満
た
す
と
10
％
上
乗
せ
で

き
、最
大
25
％
の
控
除
が
可
能
で
し
た
。

し
か
し
今
回
の
改
正
に
よ
り
、表
３
の
と
お
り

基
本
控
除
は
変
わ
ら
な
い
も
の
の
、各
要
件
を
満

た
す
こ
と
で
そ
れ
ぞ
れ
15
％
と
10
％
の
計
25
％
の

上
乗
せ
控
除
が
可
能
で
あ
り
、合
計
で
最
大
40
％

の
控
除
が
受
け
ら
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

以
上
２
つ
の
賃
上
げ
税
制
に
つ
い
て
説
明
い
た

し
ま
し
た
が
、中
小
企
業
者
等
に
該
当
す
る
場

合
は
控
除
率
の
大
き
い
中
小
企
業
者
向
け
の
賃

上
げ
税
制
の
適
用
に
な
る
か
と
思
い
ま
す
。ま
た
、

法
人
税
の
20
％
を
超
え
る
税
額
控
除
は
受
け
ら

れ
ま
せ
ん
の
で
、そ
の
点
は
注
意
が
必
要
で
す
。

3 

少
額
の
減
価
償
却
資
産
の

 　

損
金
算
入
制
度

○
制
度
の
概
要

事
業
の
用
に
供
し
た
減
価
償
却
資
産
で
取
得

価
額
が
30
万
円
未
満
で
あ
る
も
の
に
つ
い
て
は
、

取
得
価
額
の
全
額
を
一
括
で
損
金
算
入（
費
用
）

と
す
る
制
度
で
、従
来
の
減
価
償
却
に
比
べ
、節
税

効
果
の
高
い
制
度
で
す（
年
3
0
0
万
円
が
限
度
）。

○
適
用
対
象
法
人

青
色
申
告
書
を
提
出
す
る
中
小
企
業
者
等

（
常
時
使
用
す
る
従
業
員
数
が
5
0
0
人
以
下

の
法
人
に
限
る
）

○
改
正
の
内
容

こ
れ
ま
で
は
取
得
価
額
が
30
万
円
未
満
の
も

改正前 改正後

控
除
率

基本

上
乗
せ

15%

15
%

10
%

なし
給与の総支給額が
前年比2.5%以上増加

教育訓練費の額が
前年比10%以上増加

次の①と②の要件を満たす場合
①雇用者給与等支給額が
　前年比2.5%以上増加
②下記のいずれかを満たす場合
　（イ）教育訓練費の額が
　　　前年比10%以上増加
　（ロ）中小企業等経営強化法の
　　　認定経営力向上計画に
　　　おける経営力向上の証明

連結納税制度（現行制度）
所得と所得又は
所得と欠損を通算

親会社
子会社A
子会社B 法人税額の調整

税
務
当
局

申告・納税

グループ通算制度（見直し後）※

※令和4年4月1日以後に
　開始する事業年度から適用

所得と所得又は
所得と欠損を通算

親会社
子会社A
子会社B

申告・納税
申告・納税
申告・納税法人税額の調整

税
務
当
局

個別申告方式への見直し

の
で
あ
れ
ば
、事
業
供
用
し
た
事
業
年
度
に
す
べ

て
一
括
で
損
金
算
入
が
可
能
で
し
た
。し
か
し
、今

回
の
改
正
に
よ
り
、貸
付
事
業
用
の
資
産
に
つい
て

は
当
該
制
度
の
適
用
対
象
資
産
か
ら
除
外
さ
れ

る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。近
年
増
加
傾
向
に
あ
っ

た
建
設
用
の
足
場
、ド
ロ
ー
ン
、Ｌ
Ｅ
Ｄ
照
明
等
の

レ
ン
タ
ル
に
よ
る
節
税
ス
キ
ー
ムへの
対
応
措
置
と

し
て
設
け
ら
れ
た
も
の
だ
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

4 

グ
ル
ー
プ
通
算
制
度

従
来
の
連
結
納
税
制
度
が
改
正
さ
れ
、令
和

４
年
か
ら
グ
ル
ー
プ
通
算
制
度
が
ス
タ
ー
ト
し
ま

す
。ま
ず
は
制
度
の
概
要
に
つ
い
て
触
れ
て
い
き

た
い
と
思
い
ま
す
。

○
制
度
の
概
要

グ
ル
ー
プ
通
算
制
度
と
は
、完
全
支
配
関
係
に

あ
る
企
業
グ
ル
ー
プ
内
の
各
法
人
を
納
税
単
位

と
し
て
、各
法
人
が
個
別
に
法
人
税
額
の
計
算

及
び
申
告
を
行
い
、そ
の
中
で
、損
益
通
算
等
の

調
整
を
行
う
制
度
で
す
。あ
わ
せ
て
、後
発
的
に

修
更
正
事
由
が
生
じ
た
場
合
に
は
、原
則
と
し

て
他
の
法
人
の
税
額
計
算
に
反
映
さ
せ
な
い（
遮

断
す
る
）仕
組
み
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

○
連
結
納
税
と
の
比
較

連
結
納
税
制
度
は
一
体
申
告
方
式
と
な
っ
て

お
り
親
法
人
が
申
告
を
行
う
こ
と
と
さ
れ
て
い

ま
し
た
。ま
た
、修
正
や
更
正
が
生
じ
た
場
合
は

企
業
グ
ル
ー
プ
に
属
す
る
す
べ
て
の
法
人
の
申
告

書
、税
額
に
影
響
が
生
じ
て
い
ま
し
た
。し
か
し
、

令
和
４
年
４
月
か
ら
適
用
さ
れ
る
グ
ル
ー
プ
通

算
制
度
で
は
、各
法
人
で
個
別
申
告
と
な
る
た

め
連
結
決
算
業
務
に
か
か
る
負
担
も
軽
減
さ

れ
、ま
た
、修
正
や
更
正
が
生
じ
た
場
合
も
他
の

法
人
の
所
得
の
金
額
等
に
影
響
が
及
ば
な
い
よ

う
に
な
り
ま
し
た
。

○
そ
の
他
の
改
正

そ
の
他
に
も
グ
ル
ー
プ
通
算
制
度
に
つ
い
て
令

和
４
年
度
の
税
制
改
正
大
綱
で
新
た
な
改
正
が

盛
り
込
ま
れ
ま
し
た
。

①
投
資
簿
価
修
正
制
度
の
見
直
し

②
離
脱
時
の
時
価
評
価
制
度
の
見
直
し

③
通
算
税
効
果
額
の
範
囲
の
見
直
し

④
支
配
関
係
５
年
継
続
要
件
の
見
直
し

⑤
欠
損
金
の
損
金
算
入
の
特
例
計
算　

等

以
上
が
法
人
税
の
主
な
改
正
論
点
で
す
。特

に
注
目
す
べ
き
は
賃
上
げ
税
制
で
す
。ア
フ
タ
ー

コ
ロ
ナ
に
対
応
す
る
た
め
に
も
雇
用
促
進
と
あ
わ

せ
て
う
ま
く
活
用
し
た
い
税
制
だ
と
思
い
ま
す
。

表 3

資
産
税
の
改
正

03

門
脇 

知
慶

と
も
よ
し

改正概要
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1 
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度

　

 
登
録
手
続
き
の
見
直
し

今
回
消
費
税
で
、登
録
手
続
き
に
つ
い
て
見
直

し
が
あ
り
ま
し
た
。イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
導
入
以
後

６
年
間
は
、免
税
事
業
者
が
登
録
を
受
け
る
場

合
に
、課
税
期
間
の
途
中
か
ら
登
録
を
す
る
こ
と

が
可
能
と
な
り
ま
し
た
。

こ
こ
で
、改
正
後
の
実
務
上
の
ポ
イ
ン
ト
を
説

明
し
て
お
き
ま
す
。イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
導
入
以
後

６
年
間（
令
和
11
年
９
月
30
日
の
属
す
る
課
税

期
間
ま
で
）は
、免
税
事
業
者
は
、課
税
事
業
者

選
択
届
出
書
の
提
出
が
な
く
と
も
、イ
ン
ボ
イ
ス

の
登
録
申
請
書
を
提
出
す
れ
ば
、課
税
期
間
の

途
中
か
ら
イ
ン
ボ
イ
ス
の
発
行
を
す
る
こ
と
が
可

能
と
な
り
ま
す
。

な
お
、そ
の
登
録
日
が
令
和
５
年
10
月
１
日
の

属
す
る
課
税
期
間
中
で
あ
る
場
合
に
は
、登
録

日
の
属
す
る
課
税
期
間
の
翌
課
税
期
間
以
後
に

つい
て
は
、イ
ン
ボ
イ
ス
の
登
録
を
取
り
消
し
て
納

税
義
務
者
の
判
定
の
規
定
に
よ
り
免
税
事
業
者

に
戻
る
こ
と
も
可
能
で
す
。

た
だ
し
、登
録
日
が
令
和
５
年
10
月
１
日
の
属

す
る
課
税
期
間
の
翌
課
税
期
間
か
ら
令
和
11
年

９
月
30
日
の
属
す
る
課
税
期
間
中
で
あ
る
場
合

に
は
、イ
ン
ボ
イ
ス
の
登
録
を
取
り
消
し
て
イ
ン

ボ
イ
ス
の
発
行
事
業
者
で
な
く
な
っ
た
と
し
て

も
、登
録
開
始
日
か
ら
２
年
を
経
過
す
る
日
の
属

す
る
課
税
期
間
ま
で
の
間
は
課
税
事
業
者
と
な

り
、免
税
事
業
者
に
戻
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
の

で
ご
留
意
く
だ
さ
い
。

1 

贈
与
税
の
暦
年
課
税
制
度
の

 　

改
正
、
廃
止
は
ど
う
な
る
か

こ
の
問
題
は
、03
の「
資
産
税
の
改
正
」で
説
明

し
て
い
る
よ
う
に
、税
制
改
正
大
綱
で
は
、今
後

も
検
討
す
る
と
い
う
こ
と
が
書
か
れ
て
い
ま
す
。

消
費
税
の
改
正

04

門
脇 

知
慶

そ
の
他
の
改
正

05

西
岡 

英
利

昨
年
７
月
か
ら
大
阪
総
合
会
計
事
務
所
で
受
け
た
税
務
調
査
は
、法

人
２
件
、個
人
４
件
の
計
６
件
で
し
た
。前
年
が
１
件
の
み
で
し
た
の
で
、

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
禍
に
よ
る
度
重
な
る
緊
急
事
態
宣
言
と
そ
れ
に
続

く
ま
ん
延
防
止
等
重
点
措
置
の
発
令
に
よ
っ
て
、納
税
者
と
長
時
間
接

触
す
る
税
務
調
査
は
感
染
リ
ス
ク
が
高
く
、調
査
件
数
が
激
減
し
て
い
た

と
思
わ
れ
ま
す
。

緊
急
事
態
宣
言
が
解
除
さ
れ
た
途
端
に

税
務
署
か
ら
の
電
話

緊
急
事
態
宣
言
の
解
除
を
待
って
ま
し
た
、と
ば
か
り
に
10
月
の
第
１

週
目
に
、相
次
い
で
税
務
署
か
ら
調
査
依
頼
の
電
話
が
事
務
所
に
鳴
り

渡
り
ま
し
た
。６
件
の
う
ち
５
件
は
い
ず
れ
も
、調
査
日
数
が
１
日
の
み

で
、限
ら
れ
た
時
間
で
効
率
的
な
調
査
を
行
う
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
た

の
か
、い
ず
れ
も
複
数
の
調
査
官
で
の
臨
場
で
し
た
。

個
人
に
つ
い
て
は
、事
業
所
得
、不
動
産
所
得
、譲
渡
所
得
に
つ
い
て
の

調
査
で
し
た
。事
業
所
得
に
つい
て
は
開
業
医
が
納
税
者
の
ケ
ー
ス
で
、必

要
経
費
に
算
入
さ
れ
た
支
払
い
家
賃
に
つ
い
て
、経
費
性
が
あ
る
の
か
ど

う
か
が
争
点
に
な
っ
た
事
案
で
し
た
。名
目
と
し
て
は
事
務
所
や
カ
ル
テ

庫
と
し
て
使
用
し
て
い
る
と
主
張
し
て
も
、使
用
頻
度
等
実
態
に
即
し
た

経
費
処
理
が
必
要
で
す
。

不
動
産
所
得
に
つい
て
は
、海
外
に
所
有
す
る
賃
貸
不
動
産
の
取
得
価

格
計
算
の
適
否
と
、外
国
の
金
融
機
関
の
口
座
で
取
引
さ
れ
て
い
る
有
価

証
券
の
売
買
や
配
当
に
つ
い
て
の
調
査
で
し
た
。調
査
の
結
果
、申
告
是

認
と
な
り
ま
し
た
が
、こ
の
納
税
者
が
調
査
対
象
に
選
定
さ
れ
た
理
由

は
、2
0
1
8
年
か
ら
開
始
さ
れ
た
C
R
S（
共
通
報
告
基
準
）に
よ

り
、外
国
の
税
務
当
局
か
ら
自
動
的
情
報
交
換
で
提
供
さ
れ
た
納
税
者

の
口
座
情
報
に
よ
る
も
の
で
し
た
。

こ
の
制
度
で
報
告
の
対
象
と
な
る
口
座
は
、預
金
口
座
、貯
蓄
性
の
保

険
契
約
、年
金
保
険
契
約
、有
価
証
券
の
保
管
口
座
と
さ
れ
て
お
り
、報

告
の
対
象
と
な
る
口
座
情
報
は
、口
座
保
有
者
の
氏
名
、住
所
、口
座
残

高
、利
子・配
当
等
の
年
間
受
取
総
額
と
さ
れ
て
い
ま
す
。こ
の
制
度
の
整

備
に
よ
り
、日
本
と
租
税
条
約
を
締
結
し
て
い
る
各
国
の
税
務
当
局
は
、

自
国
に
所
在
す
る
金
融
機
関
や
保
険
会
社
か
ら
納
税
者
が
保
有
す
る

金
融
口
座
情
報
の
報
告
を
受
け
、日
本
の
税
務
当
局
に
情
報
を
提
供
す

る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。海
外
の
金
融
機
関
に
口
座
を
保
有
し
て
い
る

納
税
者
は
、確
定
申
告
の
際
に
は
受
け
取
っ
た
配
当
金
等
の
申
告
漏
れ

が
な
い
よ
う
注
意
が
必
要
で
す
。

法
人
の
調
査
で
は
、短
時
間
の
う
ち
に
申
告
の
誤
り
を
発
見
し
よ
う

と
す
れ
ば
、期
末
の
売
上
、仕
入
、棚
卸
し
が
調
査
の
重
点
項
目
に
な
り

ま
す
。調
査
対
象
の
業
種
は
卸
売
業
で
し
た
。

近
年
、ど
の
業
種
で
も
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
で
の
販
売
が
多
く
な
って
い
ま

す
。決
算
日
以
降
に
販
売
さ
れ
た
商
品
に
つ
い
て
仕
入
の
一
部
が
、請
求

書
で
は
決
算
日
以
前
の
仕
入
と
な
って
お
り
、在
庫
の
計
上
漏
れ
が
指
摘

さ
れ
た
ケ
ー
ス
で
し
た
。金
額
的
に
は
26
万
円
の
棚
卸
し
の
漏
れ
で
税
額

は
４
万
円
。調
査
後
の
交
渉
で
は「
修
正
申
告
し
て
い
た
だ
け
な
い
の
で

あ
れ
ば
更
正
し
ま
す
」と
の
回
答
が
あ
り
、更
正
の
た
め
の
反
面
調
査
ま

で
す
る
始
末
。定
年
退
職
後
に
再
任
用
さ
れ
た
調
査
官
で
し
た
が
、再

任
用
の
期
間
を
延
長
す
る
に
は
実
績
が
必
要
な
の
か
、同
行
し
て
い
た

事
務
官
の
手
前
、引
っ
込
み
が
つ
か
な
か
っ
た
の
か
わ
か
り
ま
せ
ん
が
、従

来
の
感
覚
で
は
税
金
の
追
徴
は
な
く
指
導
事
項
で
終
わ
る
ケ
ー
ス
。統

括
官
の
態
度
も
、いっ
た
ん
調
査
に
着
手
し
た
ら
何
が
何
で
も
課
税
す
る

と
いっ
た
姿
勢
で
、税
務
署
内
部
も
相
当
成
績
主
義
が
は
び
こって
い
る
の

で
は
な
い
か
と
推
察
さ
れ
た
事
案
で
し
た
。

い
ま
だ
事
前
通
知
は
徹
底
さ
れ
ず

国
税
通
則
法
が
改
正
さ
れ
て
10
年
。税
務
調
査
の
開
始
に
あ
た
っ
て

税
務
署
長
が
納
税
者
に
通
知
す
る
べ
き
11
項
目
に
つ
い
て
、通
知
し
な
い

税
務
署
員
が
い
ま
す
。あ
る
法
人
の
調
査
で
は
、３
項
目
に
つい
て
電
話
で

言
わ
ず
、調
査
当
日
、そ
の
こ
と
を
指
摘
す
る
と「
言
っ
て
い
ま
せ
ん
で
し

た
」と
回
答
。そ
の
ま
ま
違
法
な
調
査
を
認
め
る
わ
け
に
い
か
ず
、調
査

は
中
止
。こ
の
10
年
間
、同
じ
よ
う
な
こ
と
が
繰
り
返
さ
れ
て
い
ま
す
。こ

の
調
査
官
の
上
司
は「
チ
ェッ
ク
リ
ス
ト
に
基
づ
い
て
通
知
し
て
い
る
の
で

通
知
し
な
か
っ
た
こ
と
は
そ
の
職
員
の
ミ
ス
」と
の
一
点
張
り
。「
再
度
、事

前
通
知
を
行
っ
た
う
え
で
調
査
を
さ
せ
て
も
ら
え
な
い
か
」と
何
度
も

連
絡
が
あ
り
ま
し
た
が
、当
事
務
所
で
は
、事
前
通
知
事
項
が
欠
落
し

た
原
因
と
今
後
の
対
策
を
文
書
で
、事
前
通
知
を
行
う
こ
と
に
な
って
い

る
税
務
署
長
名
で
提
出
す
る
よ
う
求
め
て
い
ま
す
。国
税
通
則
法
改
正

時
、法
律
案
で
は
文
書
に
よ
る
通
知
を
定
め
よ
う
と
し
ま
し
た
が
、そ
れ

に
真
っ
向
か
ら
反
対
し
た
の
が
国
税
庁
。税
務
当
局
の
納
税
者
軽
視
の

思
想
が
、ま
だ
ま
だ
は
び
こって
い
る
の
を
感
じ
さ
せ
る
調
査
で
し
た
。

し
か
し
一
方
で
、自
民
党
税
制
調
査
会
会
長

の
宮
沢
洋
一
氏
は『
月
刊
税
理
』2
0
2
2
年
３

月
号
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
に
答
え
て
、「
暦
年
課
税
に

つ
い
て
は
、何
の
議
論
も
し
て
な
い
わ
け
で
す
か

ら
、す
ぐ
さ
ま
廃
止
や
縮
減
と
な
る
こ
と
は
な
い

と
考
え
て
い
ま
す
。私
自
身
の
個
人
的
見
解
と

し
て
は
、1
1
0
万
円
の
非
課
税
限
度
額
に
手
を

付
け
る
と
い
う
こ
と
は
、納
税
者
に
大
き
な
影
響

を
与
え
る
わ
り
に
は
、全
体
の
税
収
を
押
し
上

げ
る
と
は
思
え
ま
せ
ん
。こ
の
点
で
、そ
こ
に
踏
み

込
む
こ
と
は
難
し
い
の
で
は
な
い
か
と
思
って
い
ま

す
」と
言
って
い
ま
す
。

こ
の
制
度
の
恩
恵
を
受
け
て
い
る
国
民
は
、自

民
党
の
支
持
基
盤
で
、富
裕
層
で
あ
る
こ
と
、参

議
院
選
を
７
月
に
控
え
て
い
る
こ
と
、宮
沢
氏
が

伝
統
的
な
保
守
で
あ
る
宏
池
会
の
流
れ
を
く
む

岸
田
派
で
あ
る
こ
と
を
考
え
れ
ば
、現
政
権
が

大
き
く
変
わ
ら
な
い
限
り
は
、な
い
と
考
え
ま

す
。

2 

電
子
帳
簿
等
保
存
制
度
の
実
施
の

 　

２
年
猶
予
に
関
し
て

本
来
は
、今
年
１
月
１
日
か
ら
、電
子
デ
ー
タ

で
受
け
取
っ
た
請
求
書
や
領
収
書
を
電
子
保
存

す
る
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
る
制
度
が
始
ま
る

予
定
で
し
た
。大
企
業
で
あ
っ
て
も
準
備
が
間
に

合
わ
ず
、中
小
零
細
企
業
で
は
知
ら
な
い
会
社

も
数
多
く
あ
る
と
い
う
状
況
で
、２
年
延
期
と
な

り
ま
し
た
。政
府
は
、こ
の
デ
ジ
タ
ル
化
と
、マ
イ

ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
の
利
用
を
国
民
生
活
に
根
付
か

せ
よ
う
と
、血
眼
に
な
って
い
ま
す
。現
実
の
国
民

生
活
で
は
、パ
ソ
コ
ン
が
使
え
な
い
人
も
た
く
さ
ん

い
ま
す
し
、手
書
き
の
書
類
も
当
た
り
前
の
よ
う

に
行
き
交
って
い
ま
す
。た
だ
、２
年
経
て
ば
強
制

的
に
実
施
し
、罰
則
を
付
け
て
く
る
可
能
性
も

あ
り
ま
す
の
で
、今
か
ら
準
備
し
て
お
く
必
要
が

あ
り
ま
す
。

国
税
通
則
法
軽
視
の
税
務
調
査

税
理
士

―

守
ら
れ
な
い
納
税
者
の
権
利―

竹
内 

克
謹
よ
し
な
り
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